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去
る
５
月
30
日
、
七
戸
町

向
田
地
区
に
お
い
て
七
戸
町

農
業
後
継
者
の
会(

寺
澤
祐

介
会
長)

で
は
七
戸
小
学

校
・
城
南
小
学
校
５
年
生
の

児
童
を
対
象
に
田
植
え
体
験

を
開
催
し
ま
し
た
。 

 

生
き
る
こ
と
の
基
本
で
あ

る
「
食
」
と
、
そ
れ
を
支
え

る
「
農(

農
業)

」
に
つ
い
て
、

作
物
の
作
付
け
を
通
し
て
共

同
作
業
す
る
こ
と
や
地
域
の

人
々
と
の
ふ
れ
あ
い
と
世
代

間
交
流
が
で
き
た
一
日
と
な

っ
た
と
思
い
ま
す
。 

当
日
は
、
快
晴
の
も
と
素

足
で
田
植
体
験
や
田
植
機
へ

の
乗
車
体
験
を
し
ま
し
た
。

秋
の
稲
刈
り
後
に
は
各
学
校

に
お
い
て
、
餅
つ
き
を
予
定

し
て
い
ま
す
。 

七戸町農業後継者の会 

（ 小 学 生  田 植 え ・ 稲 刈 り 体 験 ） 



 

 

 

 

 

 

 

  

 七戸町の人・農地プランは、８月２６日～２

７日の２日間、七戸地区・天間林地区の２地

区で座談会を開催しました。１２２名が参加

し、話し合った結果を基に検討会・プランの変

更をします。 

 このプランで、平成２５年度は２経営体が新

規就農者となり青年就農給付金の支援が受

けられることになりました。 

 さらには、規模拡大加算対象者が４経営

体、規模拡大加算面積を２．３ha として計画

の見直しします。 

 また、今回の座談会で新規に要望があった

事業については、１２月～１月において座談

会と検討会を開催する予定です。 
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七戸町 

『人・農地プラン』 
（地域農業マスタープラン） 

 

 

 農
地
保
有
合
理
化
事
業
で
有
利
に
規
模
拡
大
を
！ 

 
６月２６日に１組の家族が新たに家族

経営協定を締結しました。 

 これで８月末現在の七戸町の累計数

は６７組となりました。 

記帳・帳簿等の保存制度の対象者が拡大されます！ 
農業所得等を有する白色申告の方に対する現行の記帳・帳簿等の保存制度について、平成２６年１月から 

対象となる方が拡大されます。           

■対象となる方 

  農業所得等を生ずべき業務を行う全ての方です。 

  ※所得税の申告の必要がない方も、記帳・帳簿等の保存制度の対象となります。 

   記帳・帳簿等の保存制度や記帳の内容の詳細は、国税庁ホームページ(http://www.nta.go.jp)に掲載されて 

  います。詳しくは、最寄りの税務署にお問い合わせください。 

 

公
益
社
団
法
人
あ
お
も
り
農
林
業
支
援

セ
ン
タ
ー
で
は
、
農
地
保
有
合
理
化
事
業

を
実
施
し
て
い
ま
す
。 

こ
の
事
業
は
、
経
営
規
模
を
縮
小
す
る

出
し
手
農
家
か
ら
支
援
セ
ン
タ
ー
が
農
地

を
買
い
入
れ
（
借
り
入
れ
）、
規
模
を
拡
大

す
る
受
け
手
農
家
へ
売
り
渡
し
（
貸
し
付

け
）
を
す
る
事
業
で
す
。 

昨
年
度
、
七
戸
町
管
内
で
約
19.4

ha
の
農

地
が
当
事
業
に
よ
り
所
有
権
の
権
利
移
動

が
さ
れ
て
い
ま
す
。
契
約
書
類
の
作
成
は
、

支
援
セ
ン
タ
ー
が
行
い
、
登
記
に
関
す
る

事
務
は
農
業
委
員
会
が
代
行
し
て
行
い
ま

す
。
税
制
面
等
の
メ
リ
ッ
ト
も
あ
り
ま
す

の
で
、
農
地
の
整
理
を
検
討
さ
れ
て
い
る

方
は
当
事
業
を
ご
活
用
く
だ
さ
い
。 

な
お
、
当
事
業
で
売
買
契
約
が
成
立
し

た
と
き
は
、
売
り
手
・
買
い
手
の
双
方
に

売
買
価
格
の
１
％
を
手
数
料
と
し
て
負

担
し
て
も
ら
い
ま
す
。 

ま
た
、
農
地
に
よ
っ
て
は
当
事
業
を
活

用
で
き
な
い
場
合
も
あ
り
ま
す
の
で
、
詳

細
に
つ
い
て
は
支
援
セ
ン
タ
ー
ま
た
は

農
業
委
員
会
事
務
局
ま
で
ご
連
絡
く
だ

さ
い
。 
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家族経営協定締結 
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 耕作放棄地再生利用緊急対策交付金  

 

             【 事業概要 】 

              荒廃した耕作放棄地を引き受けて作物生産を再開する農業者、農業者組織、 

             農業参入法人等が行う再生作業や土づくり、作付・加工・販売の試行、必要な 

             施設の整備等の取組を総合的に支援します。 

 【 事業メニュー 】 

①  耕作放棄地を再生利用する活動への支援 

ア再生作業（雑草・雑木の除去等）及び土づくり（肥料、有機質資材の投入等） 

  ・定額支援【５万円/10a】（重機を用いて行う場合等【１／２以内等】） 

  ・土づくり（２年目に必要な場合のみ）【２.５万円/10a】 

  イ営農定着（再生農地への作物の導入等）【２.５万円/10a 】 

  ウ経営展開（試験販売、実証ほ場の設置・運営等）【定額】 

②  施設等の整備への支援 

 ・基盤整備（用排水施設の整備等）、乾燥調整貯蔵施設、集出荷貯蔵施設、 

    農業体験施設（市民農園等）、農業用機械・施設等の整備【１／２以内等】 

   ・小規模基盤整備【２.５万円/10a】 

③  附帯事業への支援 【 定額 】 

 ・広域利用調整：都道府県域を越えて行う農地利用調整活動への支援 

   ・交付金執行事務：交付事務、地域の農地利用調整、普及啓発活動等への支援 

  ◇戦略作物等を栽培する場合は、土地所有者による再生作業及び農用地区域外（市街化区域は除く） における 

    取組についても支援対象 
 
※本事業は平成25年度で終了しますが、国では来年度以降についても実施する予定としています。 

事業活用を検討されている方は、農業委員会事務局までお問い合わせ下さい。 

－ 農農業業者者年年金金ははメメリリッットトいいっっぱぱいいのの制制度度でですす － 

  農業者の老後生活の安定と担い手の確保という政策目的を持つ年金制度です。  

  農業者年金には下記のように多くのメリットがあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                            

 

  詳しくは、農業委員会またはお近くのＪＡへ 

 ◆注意事項◆ 経営移譲年金受給者のみなさまへ 

  経営移譲年金受給者の方は、農地の売買、貸借はできません。 

  農地が耕作放棄地状態である場合、経営移譲年金が支給停止に 

  なる可能性がありますので、十分気をつけてください。 

 

■支払った保険料は全額、社会保険料控除の対象になります！ 

■農業に従事されている方は広く加入できます！ 

→国民年金の第１号被保険者で、年間60日以上

農業に従事する60歳未満の人は誰でも加入でき

ます。農地を持っていない配偶者や後継者など

家族従事者も加入できます。 ■保険料の額は自由に決められます！ 

→月額２万円を基本とし、最高６万７千円まで千円

単位で選択できます。 
■認定農業者など担い手には国庫補助があります！ 

→一定の要件を満たす認定農業者の方などには、

基本保険料月額２万円の最高50％まで段階的に

国庫補助（政策支援）を受けることができます。 

■少子高齢化時代に強い年金です ！ 

→自分の年金原資を自分で積み立てる、積立方式の

確定拠出型年金です。 

■80歳までの保証が付いた終身年金です ！ 



 

 

        

★
閲
覧
で
き
ま
す 

 

農
業
委
員
会
で
は
次
に
関
す
る 

事
項
に
つ
い
て
閲
覧
が
で
き
ま
す
。 

 

①
農
業
委
員
会
総
会
会
議
録 

②
農
業
委
員
会
の
点
検
評
価 

 

目
標
及
び
そ
の
達
成
に
向
け
た 

 

活
動
計
画 

③
農
業
委
員
会
活
動
の 

「
み
え
る
化
」
に
向
け
た 

「
農
業
委
員
会
活
動
整
理
カ
ー
ド
」 
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編
集
委
員
長 

 

天
間 

俊
一 

 

編
集
副
委
員
長 

氣
田  

勉 

 

編
集
委
員 

 
 

駒
嶺 

純
一 

 

編
集
委
員 

 
 

髙
田 

武
志 

 

編
集
委
員 

 
 

天
間 

正
大 

◇
相
続
等
に
よ
っ
て 

 
 
 

農
地
の
権
利
を 

 
 
 
 

取
得
し
た
と
き
は
？ 

 

農
地
の
権
利
を
相
続
等
に
よ
り 

取
得
し
た
場
合
は
、
農
業
委
員 

会
へ
そ
の
旨
を
届
出
な
け
れ
ば 

な
り
ま
せ
ん
。 

 届
出
を
要
す
る
方 

農
地
法
の
許
可
を
要
せ
ず 

農
地
の
権
利
を
取
得
し
た 

場
合
（
所
有
権
、
地
上
権
賃 

借
権
な
ど
） 

 届
出
の
時
期 

権
利
を
取
得
し
た
こ
と
を 

知
っ
た
日
か
ら
概
ね
10
ヶ
月 

以
内 

 

職    員    紹    介 

 
 

       

４
月
の
人
事
異
動
で
農
業
委
員

会
へ
配
属
と
な
り
ま
し
た
。 

法
令
に
基
づ
く
業
務
や
農
政
活
動

な
ど
、
地
域
農
業
の
振
興
を
担
う
農

業
委
員
会
の
多
岐
に
わ
た
る
業
務

が
円
滑
に
進
み
ま
す
よ
う
精
一
杯

努
め
て
ま
い
り
た
い
と
思
い
ま
す

の
で
、
ど
う
ぞ
よ
ろ
し
く
お
願
い
い

た
し
ま
す
。 

         

４
月
の
人
事
異
動
で
農
業
委
員 

会
事
務
局
へ
配
属
と
な
り
ま
し
た
。 

 

業
務
は
農
地
の
許
認
可
、
農
業
者

年
金
、
全
国
農
業
新
聞
を
主
に
担
当

し
て
お
り
ま
す
。 

 

農
政
に
関
す
る
業
務
は
初
め
て

で
戸
惑
い
も
あ
り
ま
す
が
、
み
な
さ

ま
の
ご
指
導
を
得
な
が
ら
精
一
杯

務
め
さ
せ
て
い
た
だ
き
た
い
と
思

い
ま
す
。 

松﨑恵美子 主査 

 
髙田博範 次長 

み 

え 

る 

化 

 

■全国農業新聞を購読してみませんか 

（毎週金曜日発行 B3版8～10頁建 購読料：月600円[送料込]） 

 

 ◆全国農業新聞とは・・・ 

 農業委員会系統組織が発行する農業総合専門紙で、

農業者のみなさまに高い評価を受けています。 

「週刊」の時間を生かし、情報がわかりやすいよう解

説されています。 

 また、多くの読者のみなさまに満足して頂けるよ

う、家族全員が楽しめる記事も充実しています。 

 さらに、全国４７都道府県にある

支局の充実により、地域の特徴ある明るい話題や独自

のイベント情報など内容盛りだくさんです！ 

 

◆購読するには・・・ 

 全国農業新聞は、お住まいの地域の農業委員

会事務局で購読申込みを受け付けています。 

 気軽にお申し込みください。 

 また、お支払いはJAの口座引落が便利です。 


